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論説
日本企業の成果主義の下での業績管理制度

一質問票調査データに基づく業績管理指向との整合性分析-
内山哲彦 
I はじめに
日本企業における成果主義は， 2000年頃をピークとして， 1990年代後
半より導入や適用対象の拡大が進んできた1)。以来約10年が経過し，成
果主義の姿も明らかになりつつあるとともに，成果主義をめぐる議論も，
賛否いずれにしても熱狂的，感情的なものが少なくなったように思われ
る。
成果主義をめぐる研究や議論は 主に人事管理・労務管理を専門とす
る人たちによって行われてきた。しかしそれ故に，それらは報酬制度を
含む人事管理制度に係わるものに偏在している。筆者はこれまで，管理
会計を中心とする業績管理制度を含めて，広く成果主義の実態の把握に
努めてきた。それは，日本企業における成果主義に見られるメカニズム
についての理解が 図表 lに示されるようなものであることによる。
すなわち，成果主義導入以前，短期的性格を有した，管理会計を中心
とした業績管理制度は，会計的尺度と非会計的尺度の両方を内包する業
績評価制度から得られた評価情報を用いて，計画設定や問題探索，業務 
1)広範な実態調査結果については内山 (2007a)を，個別企業事例については内
山 (2003，2005)を参照されたい。 
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図表 1
人員配置困能力開発・報酬付与 計画設定・問題探索・業務改善
業績管理
システム
短期化(特に金銭的報酬について)
長期
(出所:内山 (2007a)，37ページ)
短期
改善に役立てられてきた。そこでは業績評価情報が短期的かっ直接的に
活用されている。これに対し，長期的性格を有した人事管理制度では，
短期的性格を持った業績評価情報をいったんプールして利用することで
(図表内の「評価情報のプールJ)，人員配置や能力開発，報酬付与に役
立てていた。そこでは業績評価情報が長期的かつ間接的に活用されてい
る。ところが，成果主義の導入により，このメカニズ、ムが大きく変容し
た。業績評価の結果をより短期的かつ直接的に報酬に反映させる仕組み
をとることで，長期的な性格を有していた人事管理制度が明らかに短期
的性格を併せ持つようになり それは特に金銭的報酬の付与について指
摘できるのである。この結果，人事管理制度と業績評価制度，さらには
業績管理制度とのつながりが強化され，明確化してきたと考えられる
(内山， 2007a，38ペー ジ)。
筆者はこれまで，成果主義の導入や適用対象の拡大により，業績管理
制度については基本的に大きな変化がないと考えてきた。しかし，内山 
(2007a)において，郵送質問票調査の回答データの記述統計に基づく
考察から，日本企業の成果主義においては，業績評価制度を媒介として 
96 (784) 

千葉大学経済研究第23巻第4号 (209年 3月)
人事管理制度と業績管理制度とが単純に一体化したシステムとして存在，
機能しているわけではなく，それぞれがその効果的な機能遂行にあたり
相互に一部システムを共有していることを主張した。さらに内山 (2008)
では，同調査の回答データの統計的分析から，日本企業の成果主義にお
いて人事管理制度の機能を強化する指向性と業績管理制度の機能を強化
する指向性という， 2つの指向性の存在を実証的に明らかにし，また両
者の会計的業績評価との係わりも併せて明らかにすることができた。
つまり，内山 (2008)に基づけば，成果主義の導入や適用対象の拡大
は，業績管理制度に対しても導入や改変といった何らかの影響を与える
ことが考えられる。また逆に，既存の業績管理制度の存在や変化が，成
果主義に係わるさまざまな制度に何らかの影響を与えることも考えられ
る。一例を挙げると，バランスト・スコアカード (balancedscorecard; 
BSC)は，それ自体は業績管理を主眼に置いた制度ではあるが，その導
入や定着の後に報酬制度とのリンクを実施することが日本企業について
も指摘されてきたし，またKaplanとNortonによる近年のBSCをめぐる
議論の中では，無形の資産としての人的資本の重要性と人的資本をBSC
や戦略マップへいかに適切に組み込むかが強く主張されている2)。
そこで本稿では，上記の郵送質問票調査の回答データを用いて，代表
的な業績管理制度について，その導入や運用が成果主義における業績管
理指向と整合しているのかを明らかにすることを目的とする。これによ
り，成果主義の下での業績管理制度の姿と，会計的業績評価とのつなが
りの様相を把握し，日本企業における成果主義の姿をより立体的に明ら
かにすることを意図している。 
2)日本企業を前提としてBSC導入後の報酬制度とのリンクを示唆するものとし
て柴山ほか (2001)が， BSCと報酬制度とのリンクに関する広範な議論とし
て棲井 (2008)がある。 BSCにおける無形の資産としての人的資本の組み込
みは，特にKaplanand Norton (2004，2006，2008)で詳しく説明されている。 
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以下， I節では，本稿での分析に用いられる内山 (2008)の研究結果
を中心に，先行研究について述べる。 I節では，業績管理制度に関する
回答と成果主義にかかわる質問諸項目への回答とのクロス分析を行う。
最後に町節では，先行研究結果を踏まえて，分析結果についての考察を
行い，本稿における知見と課題を指摘する。 
E 先行研究-内山 (2008)の知見を中心に-
筆者はかねてより，成果主義について，活動(仕事)の具体的成果を
評価し，その評価結果を最終的に各個人の報酬に反映させる仕組みをと
り，その反映のさせ方が明確であること(内山， 2003，220ページ)と
定義づけている。したがって，成果主義における研究と議論においては，
ただ人事管理制度のみならず，業績評価制度を媒介とした，業績管理制
度との係わりも併せて検討する必要があると考える。人事管理・労務管
理分野における一部の実証研究からは，この見解を支持する結果が得ら
れている(玄田ほか， 2001;大竹・唐渡， 2003)。また，同じ成果主義
を標梼しでも人事管理制度と業績管理制度との係わり方が企業によって
大きく異なることも，一連の事例研究より明らかにされている(中村・
石田， 2005;中村， 2006;佐藤， 2007)3)。
筆者が2006年に実施した，東京証券取引所 1部上場企業1，693社を対
象とした郵送質問票調査の記述統計に基づく考察(内山， 2007a)では，
日本企業における成果主義の下での報酬制度を含む人事管理制度と管理
会計を中心とした業績管理制度との関係を 全面的に結合し一体化した
システムとしてではなく，各々の機能遂行にも重点をおいた，部分的な
システム共有の関係として提示した。そしてそこからは，日本企業の成
果主義に，人事管理制度の機能を強化する指向性(人事管理指向)と業
3)詳しくは，内山 (2007b)を参照されたい。 
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績管理制度の機能を強化する指向性(業績管理指向)という 2側面 (2
形態)を見てとることができた。
内山 (2008)では，この2つの指向性に関して，どのような企業や適
用対象においてそれらが観察されるのか，及ぴ両指向性と会計的業績評
価との聞の関係について，同質問票調査の回答データを用いて統計的な
分析を行った。その結果，成果主義の適用対象と導入時期の違いにより
人事管理指向と業績管理指向の有無・強弱に違いが見られるとともに
会計情報の利用の仕方によっても，両指向性の有無・強さに違いが見ら
れた。本節では，本稿での分析に用いられる内山 (2008)における知見
を説明し，本稿の分析意図について述べる。
内山 (2008)での分析は，大きく 2つの段階によって構成されている4)。
第 1の段階として，成果主義の導入・実践，及びその効果について，
成果主義の適用対象(管理職層と一般従業員層)と導入時期それぞれの
違いにより，人事管理指向と業績管理指向のいずれが観察されるかを分
析した。第 2の段階として，会計情報の利用の仕方によって人事管理指
向と業績管理指向のいずれが強く観察されるかを分析した。なお，一連
の分析における人事管理指向と業績管理指向の判別は，質問票の中の 
( i )企業において観察される管理スタイル(成果主義導入・運用の前提
となる組織管理のスタイル)， (i)成果主義の導入意図， (ii)成果主義
の効果(貢献)に関する質問項目 (1あてはまらないJ1貢献していないj
をし「あてはまるJI貢献している」を 5とする 5点リッカート・スケー
ル)への回答によって行った。質問は，人事管理に関する事項，業績管
理に関する事項それぞれを， (i)管理スタイルについては 5項目ずつ計 
10項目， (i)成果主義の導入意図については10項目ずつ計20項目， (ii) 
成果主義の効果については 5項目ずつ計10項目を設定した。質問項目に 
4)分析の詳細については内山 (2008)を参照されたい。 
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図表 2 
， 
管理職層 i一般従業員
早くに導入
' 
遅くに導入
に適用され:層に適用され
した場合 した場合
る場合 ! る場合
管理スタイル 管理スタイル人事管理 導入意図 導入意図 導入意図
指向 効果 効果
管理スタイル 管理スタイル 管理スタイル業績管理
導入意図 (導入意図) 導入意図
指向 効果 (効果) 効果
(出所:内山 (2008)，74ページ)
おける人事管理，業績管理の区分は，質問項目の内容がそれぞれ，採用
や人員・人件費管理，能力開発，職能資格制度といった人事管理に深く
関係するものと，企業・部門・個人業績や戦略，ピジネスプロセス，動
機づけ，組織文化の革新といった業績管理に深く関係するものに基づい
て行った。
まず，適用対象と導入時期については，図表2のような結果が得られ
た。管理職層に成果主義が適用される場合では，管理スタイル，導入意
図，導入の効果のいずれについても，人事管理指向と業績管理指向の両
方が観察された。これに対し，一般従業員層に成果主義が適用される場
合では，同じく管理スタイル，導入意図，導入の効果について人事管理
指向と業績管理指向の両方が観察されたが導入意図と導入の効果につ
いては，管理職層の方が業績管理指向がより明瞭に観察された。した
がって，適用対象の違いに関しては，相対的に管理職層の方が業績管理
指向が強いという結果となった。
導入時期に関しては，早くに成果主義を導入した場合では，管理スタ
イル，導入意図，導入の効果のいずれについても業績管理指向が観察さ 
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れ，他方，遅くに成果主義を導入した場合では，導入意図のみで人事管
理指向が観察された。すなわち，成果主義の導入が早い企業では業績管
理制度に主眼をおいて導入と運用を行っており，導入が遅い企業では人
事管理制度に主眼をおいて導入を行っていることが明らかになった。
続いて 2つめの段階として，成果主義の下での会計的業績評価(会計
情報の利用の仕方)の違いによる，人事管理指向・業績管理指向の有
無・強弱が分析された。筆者はかねてより，成果主義的報酬制度と会計
的業績評価尺度との係わり方を 3類型に分類している(内山， 2000， 
2003，2007a，2008)。まず l型は，会計的尺度によって捕捉される組織
業績をそのまま個人業績とみなして評価し，それを報酬の一部もしくは
全部に直接反映させるものを指す。例として，部門責任者を対象とした
部門利益に基づく年俸制が挙げられる。 2型は，会計的な組織業績評価
尺度から導かれる形で非会計的な個人業績評価尺度を設定し，それに基
づき個人業績を評価し，それを報酬の一部もしくは全部に反映させるも
のである。例としてBSC(，財務の視点」以外)とリンクした報酬制度
が挙げられる。 3型は，会計的尺度によって捕捉される所属組織の業績
評価結果を個人業績評価結果に加味し それを報酬の一部もしくは全部
に反映させるものである5)。例として，業績連動型賞与制度が挙げられ
る。また，この 3型の中で，個人業績に反映される所属組織業績を全社
単位で評価するか，事業分野や部門などの内部組織単位で評価するか
(企業内で格差づけを行うか)，方法が分かれる(内山， 2005，2007a)。
分析の結果，図表3のような結果が得られた。 1型の採用においては，
管理スタイル，導入意図，導入の効果のいずれについても業績管理指向 
5) 1型との違いは， 3型においては，所属組織の業績評価とは別に何らかの個
人業績評価がなされており，その評価結果が，必ずしも経営権限・責任があ
る訳ではない所属組織の業績により引き上げられたり引き下げられたりして
最終的な評価結果が決まり，それに基づいて報酬が付与される点である。 
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図表3
三一 1型を採用 している場合 2型を採用 している場合 3型を採用 li企業内格差している場合 づけを採用している場合
人事管理
指向 (効果)
管理スタイル
導入意図
効果
管E里スタイjレ
導入意図
効果
業績管理
指向
管理スタイル
導入意図
効果
管理スタイル
導入意図
効果
管理スタイル
導入意図 導入意図
効果
(出所:内山 (2008)，79ページ)
が顕著に観察された。導入の効果については人事管理指向も観察された
が，全体の有意水準からは業績管理指向のほうが若干明瞭と判断された。 
2型の採用においては，管理スタイル，導入意図，導入の効果のいずれ
についても，人事管理指向と業績管理指向の両方が観察された。 3型の
採用においては，管理スタイルと導入意図について人事管理指向と業績
管理指向の両方が観察されたが導入の効果については業績管理指向の
みが観察された。また， 3型を実施している中で，事業分野・部門別業
績評価に基づく報酬の企業内格差づけを採用しているか否かにおいては，
採用している場合には，採用していない場合に比べ，導入意図について
業績管理指向が観察される一方で 導入の効果については人事管理指向
が観察される結果となった。ただし そもそも 3型の採用全体において
導入意図について業績管理指向が観察された上に，企業内格差づけの採
用ではその中でもさらに業績管理指向が観察されたこと，同じく 3型の
採用全体において導入の効果についても業績管理指向が観察されており，
それは企業内格差づけの採用の有無によっては違いが見られないことか
ら，企業内格差づけを採用している企業では業績管理制度に強く主眼を 
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置いた導入と運用を行っていることが窺える。以上より， 1型及び事業
分野・部門別業績評価に基づく報酬の企業内格差づけは，全体として業
績管理制度の機能強化に重点が置かれており，これに対し， 2型及び3
型全体は，業績管理制度の機能強化とともに，人事管理制度の機能強化
にも同じく重点が置かれていると結論づけられる。
このように，日本企業の成果主義は単に人事管理制度のみで完結して
いるわけではなく，業績評価制度を媒介にして業績管理制度にも深く係
わっていることが明らかとなった。そこで本稿では，同じ郵送質問票調
査の回答データを用いて 具体的な業績管理制度の導入・運用が成果主
義における業績管理指向と整合しているのかを明らかにすることを意図
した。 
E クロス集計・分析-質問票調査データによる統計的分析-
1 .質問票調査の概要と分析方法
分析は，筆者の行った郵送質問票調査(タイトル:r日本企業におけ
る成果主義と会計情報との係わりJに関する実態調査.Dの回答データ
を使用して行う。同調査は 成果主義における人事管理制度と業績管理
制度との連携を視野に入れ，これまで必ずしも観察・分析が十分に行わ
れてきたとは言えない成果主義における会計情報の利用実態の解明を主
たる目的としたものである。したがって質問項目には，業種や企業規模
といった企業の基本情報や管理スタイル，管理職層・一般従業員層それ
ぞれに適用される人事制度の基本的性格(成果主義の度合い)に加え，
成果主義の適用を回答した企業については，成果主義の導入時期，導入
目的，導入効果，報酬決定における会計的業績評価尺度利用の状況を設
定した。また質問票では，上記の調査目的を説明するとともに，その解
釈にあたっての多義性を排するために，成果主義については「組織業績，
個人業績としての活動(仕事)の具体的成果を評価し，その評価結果を 
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最終的に各個人の報酬に反映させる仕組みをとり その反映のさせ方が
明確であること」と定義した上で回答を依頼した。調査対象は東京証券
取引所 1部上場企業(全業種)1，693社で，質問票は人事担当責任者宛
に発送した。調査時期は2006年 6月である。発送から約 3週間の回収期
間を設定し，最終的に153社(回収率9.0%)から回答を得た。なお，送
付企業全体と回答企業とについて業種別に見た分布状態に差異は認めら
れなかった6)。
質問票では，業績管理制度に関して，①分権的経営組織(分社制，カ
ンパニー制，事業部制，ミニプロフィットセンターなど)，②分権化に
基づく社内金利制度，③分権化に基づく社内資本金制度，④バランス
ト・スコアカード，⑤企業価値に基づく業績評価(キャッシュフローや
図表 4 
%(n=153) 
ト¥「有効に機能している」 「改定検討中J 「廃止検討中」 「実施検討中j 「実施予定なし」 無回答
①分権的経営 
組織 31.4 5.9 0.0 6.5 56.2 0.0 
②分権化に基
づく社内金利 
制度
10.5 1.3 0.0 3.3 84.3 0.6 
③分権化に基
づく社内資本 
金制度
5.2 0.0 0.0 4.6 89.5 0.6 
④バランスト・ 
スコアカード 10.5 2.0 0.0 13.7 73.2 0.6 
⑤企業価値に
基づく業績評 
価
18.3 4.6 0.0 15.7 60.8 0.6 
注:四捨五入により，③は合計が99.9となっている。 
6 )同調査の記述統計は，内山 (2007a)を参照されたい。 
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EVAなど)の 5つ7)について， I有効に機能しているJ I改定検討中J I廃
止検討中J I実施検討中J I実施予定なしjのいずれにあてはまるか，回
答を依頼した。 5つの質問項目における回答割合は図表4のとおりであ
る。
分析では，上記 5項目に関する実施状況への回答の違いにより， (1)成
果主義の適用対象(管理職層及び一般従業員層それぞれの成果主義の度
合い)， (2)成果主義の導入時期， (3)会計情報の利用の仕方 (3類型及び
企業内格差づけの有無)の回答に統計上有意な違いが見られるかの判別
を行った。その上で，有意な違いが観察されたものについて，業績管理
制度の実施の違いにより (1)~(3)それぞれにおいてどのような違いが見ら
れるかを，クロス集計表を基に検討した。 
2.分析結果 
(1) 成果主義の適用対象の違い(成果主義の度合い)
成果主義の適用対象(成果主義の度合い)に関する質問項目は，管理
職層，一般従業員層それぞれに適用される人事制度の基本的性格につい
て， Iかなり年功主義的・能力主義的Jを1，Iやや年功主義的・能力主
義的」を 2，Iやや成果主義的jを3，Iかなり成果主義的」を 4として
回答を依頼した。分析はKruskal-W alisの順位和検定によって行った。
結果は図表5のとおりである。分権化に基づく社内資本金制度が管理
職層のみと 5%水準で有意に，バランスト・スコアカードが管理職層，
一般従業員層双方と 5%水準で有意に，企業価値に基づく業績評価が同 
7)業績管理制度に関する 5つの質問項目は，内山 (2003，2005)において収集，
参照した，成果主義的制度を導入し，報酬決定にあたり会計的業績評価尺度
を利用している34企業36事例の中で観察された事項を中心に設定している。
したがって，成果主義の導入・実施に伴い，その実施や運用がより多く観察
されることが想定されている。 
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図表5
管理職層 一般従業員層 
カイ 2乗値 5.860 .178 
分権的経営組織 自由度 3 3 
漸近有意確率(両側) .119 .981 
ーーーーーーー-ー-ー-ー一一一一ーー一ーーー ーーーーーーーーーーーーーーーーーーー一一ー一一一一一一一一一一 一一一一ー-ー-ーーーーーーーー--ーーー ーーーーーーーーーーーーーーー-ー一一一一 
分権化に基づく
社内金利制度
カイ 2乗値 
自由度 
漸近有意確率(両側) 
5.567 
3 
.135 
5.306 
3 
.151 
ーーーーーーーーーーー-ー一一一一一一一ーーー ーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーー一一一一一一一一一一 一一一一ー一一一ーーー一ーーーーーーーーー ーーーーーーー-ーーー一一一一一一一一一一 
分権化に基づく
社内資本金制度
カイ 2乗値 
自由度 
漸近有意確率(両側) 
7.029 
2 
.029* 
2. 700 
2 
.259 
ーーーーーーーー一一一一一ー一一一--ーーーー ーーーーーーー-ー一一一一一一一一一一一一一ー一一一ー一ーーーー ーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーー ー一一一一一ーー-----ーーーーーーーー 
ノてランスト・ス
コアカード
カイ 2乗値 
自由度 
漸近有意確率(両側) 
8.814 
3 
.032* 
8.373 
3 
.039* 
--ーーーーーーーーーーー一一一一一一一一一ー ーーーーーーーーーーーーーーーー一一一一一一一一一一一一ーーーー ーーーーーーーーーーーーーーーーーーーー一 一一一一一一一一一一一ーーーー--ーーーー 
企業価値に基づ
く業績評価 
カイ 2乗値 
自由度 
漸近有意確率(両側) 
12.057 
3 
.007** 
11.719 
3 
.008** 
** : 1 %水準で有意 
*:5%水準で有意
じく管理職層，一般従業員層双方と 1%水準で有意となった。
有意な違いが認められた上記5つの関係について パーセンテージで
示したクロス集計表が図表6である。上段に示した，分権化に基づく社
内資本金制度では， i有効に機能している」と回答する企業の全てが，
管理職層に適用される人事制度について「かなり成果主義的」もしくは
「やや成果主義的Jと回答しており 極めて高い割合を示しているのに
対し， i実施予定なしjと回答する企業では「かなり成果主義的Jと回
答する企業の割合が平均に比して低くなり，逆に「かなり年功主義的・
能力主義的Jや「やや年功主義的・能力主義的」と回答する割合が平均
よりやや高くなっている。中段に示した バランスト・スコアカードで 
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図表 6
管 理 職 層
分権化に基づく社内
資本金制度
かなり年功主義的
的・能力主義 やや・能年力功主主義義的的
やや成果
主義的
かな義り成
果主的 企合業計数
有効に機能している 0.0% 0.0% 50.0% 50.0% 8 
実施検討中  0.0% 28.6% 0.0% 71.4% 7 
実施予定なし  12.4% 25.5% 35.0% 27.0% 137 
合計(平均) 11.2% 24.3% 34.2% 30.3% 152 
管 理 職 層
ノTランスト・スコア
カード
かなり力年功主義的
的・能主義 や的・や能年力功主主義義的
やや成果
主義的
かな義り成
果主的 合企業計数
有効に機能している 0.0% 12.5% 50.0% 37.5% 16 
改定検討中  0.0% 66.7% 0.0% 33.3% 3 
実施検討中  0.0% 14.3% 42.9% 42.9% 21 
実施予定なし  15.2% 26.8% 31.3% 26.8% 112 
合計(平均) 11.2% 24.3% 34.2% 30.3% 152 
一般従業員層
ノtランスト・スコア
カード
かなり年力功主義
的・能主義的 やや・能年力功主主義義的的
やや成果
主義的
かな義り成
果主的 企合業計数
有効に機能している 0.0% 25.0% 75.0% 0.0% 16 
改定検討中  0.0% 66.7% 33.3% 0.0% 3 
実施検討中  9.5% 33.3% 57.1% 0.0% 21 
実施予定なし  25.0% 41.1 % 21.4% 12.5% 112 
合計(平均) 19.7% 38.8% 32.2% 9.2% 152 
管 理 職 層
企業価値に基づく業
績評価
かなり力年功主義
的・能主義的 や的や・能年力功主主義義的
やや成果
主義的
かな義り成
果主的 合企業計数
有効に機能している 7.1% 14.3% 21.4% 57.1% 28 
改定検討中  0.0% 28.6% 28.6% 42.9% 7 
実施検討中  0.0% 20.8% 54.2% 25.0% 24 
実施予定なし  16.1 % 28.0% 33.3% 22.6% 93 
合計(平均) 11.2% 24.3% 34.2% 30.3% 152 
一般従業員層
企業価値に基づく業
績評価
かなり年功主義
的・能力主義的 やや・能年力功主主義義的的
やや成果
主義的
かな義り成
果主的 企合業計数
有効に機能している 7.1% 35.7% 35.7% 57.1% 28 
改定検討中  0.0% 28.6% 71.4% 0.0% 7 
実施検討中  0.0% 62.5% 29.2% 8.3% 24 
実施予定なし  30.1% 34.4% 29.0% 6.5% 93 
合計(平均) 19.7% 38.8% 32.2% 9.2% 152 
(795) 107 

日本企業の成果主義の下での業績管理制度
は， I有効に機能しているjあるいは「実施検討中Jと回答する企業で，
管理職層，一般従業員層ともに「かなり成果主義的」もしくは「やや成
果主義的jと回答する割合が平均に比して高く，逆に「実施予定なし」
と回答する企業では 同じく管理職層 一般従業員層ともに「かなり年
功主義的・能力主義的jや「やや年功主義的・能力主義的」と回答する
割合が平均より高くなっている。下段に示した 企業価値に基づく業績
評価でも同様の傾向が見られ 「有効に機能しているjと回答する企業
では，管理職層については「かなり成果主義的」と回答する割合が，一
般従業員層については「かなり成果主義的」と「やや成果主義的」と回
答する割合が平均に比べ顕著に高く 反対に 「実施予定なし」と回答
する企業では，管理職層については「かなり年功主義的・能力主義的J
や「やや年功主義的・能力主義的jと回答する割合が，一般従業員層に
ついては「かなり年功主義的・能力主義的」と回答する割合が平均より
高くなっていることがわかる。
このように，分権化に基づく社内資本金制度，バランスト・スコア
カーに企業価値に基づく業績評価の 3つの業績管理制度はいずれも，
その実施が，管理職層や一般従業員層に適用される成果主義の度合いと
有意な関係にあることがわかる。 
(2) 導入時期
成果主義の導入時期に関する質問項目は， 11995年以前Jを1，11995 
年---197年Jを2，11998年---2000年」を 3，12001年---203年」を 4， 
12004年---206年jを 5として回答を依頼した。なお，ここでの回答で
は，上記(1)の質問に対して管理職層，一般従業員層ともに「かなり年功
主義的・能力主義的jと回答した企業は除外されている。分析は 
Kruskal-W alisの順位和検定によって行った。
結果は図表 7のとおりである。分権的経営組織，及び分権化に基づく
社内金利制度で，ともに 1%水準で有意となっている。 
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図表7
カイ 2乗
分権的経営組織 自由度
漸近有意確率(両側)
期 一  
ω34
叩
時 一
J
れ
入一日∞導 一
カイ 2乗 12.797 
分権化に基づく社内金利制度 自由度 3 
漸近有意確率(両側) .005** 
カイ 2乗値 I l.819 
分権化に基づく社内資本金制度| 自由度 I 3 
漸近有意確率(両側) I .389 
カイ 2乗値 1.697 
ノてランスト・スコアカード 自由度 3 
漸近有意確率(両側) .638 
カイ 2乗値 5.772 
企業価値に基づく業績評価 自由度 3 
漸近有意確率(両側) .123 
** : 1%水準で有意 
*:5 %水準で有意
有意な違いが認められた上記2つの関係について，パーセンテージで
示したクロス集計表が図表88)である。上段に示した，分権的経営組織
では， i有効に機能している」と回答する企業で成果主義の導入時期が
早いと回答する割合が平均に比して高い一方で， i実施予定なしjと回
答する企業では導入時期が遅いと回答する割合が平均より高いことがわ
かる。また，下段に示した，分権化に基づく社内金利制度でも， i有効
に機能している」あるいは「実施検討中jと回答する企業で成果主義の 
8 )業績管理制度に関する回答で部分的に無回答の企業があったため，分権化に
基づく社内金利制度において合計企業数がlつ少なくなっている。 
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図表 8
導 入 時 期
分権的経営組織 
1995年 
以前 
1995年~ 
1997年 
1998年~ 
2000年 
2001年~ 
2003年 
2004年~
2006年
合計
企業数
有効に機能している 
改定検討中 
実施検討中 
実施予定なし 
30.2% 
25.0% 
0.0% 
11.3% 
14.0% 
0.0% 
20.0% 
8.5% 
23.3% 
50.0% 
20.0% 
26.8% 
32.6% 
0.0% 
40.0% 
35.2% 
0.0% 
25.0% 
20.0% 
18.3% 
43 
8 
10 
71 
合計(平均) 17.4% 10.6% 26.5% 32.6% 12.9% 132 
導 入 時 期
分権化に基づく社内 
金利制度
1995年 
以前 
1995年~ 
1997年 
1998年~ 
2000年 
2001年~ 
2003年 
2004年~
2006年
合計
企業数
有効に機能している 
改定検討中 
実施検討中 
実施予定なし 
25.0% 
0.0% 
50.0% 
14.7% 
12.5% 
0.0% 
50.0% 
9.2% 
25.0% 
0.0% 
0.0% 
28.4% 
37.5% 
0.0% 
0.0% 
33.9% 
0.0% 
100.0 
0.0% 
13.8% 
16 
2 
4 
109 
合計(平均) 16.8% 10.7% 26.7% 32.8% 13.0% 131 
導入時期が早いと回答する割合が平均より高く 逆に「実施予定なしj
と回答する企業では成果主義の導入時期が遅いと回答する割合が平均よ
り若干高いことがわかる。
このように，分権的経営組織，分権化に基づく社内金利制度の 2つの
業績管理制度は，その実施が，早い時期での成果主義の導入と有意な関
係にあることがわかる。 
(3) 会計情報の利用の仕方 (3類型及び企業内格差づけの有無)
最後に，業績管理制度の実施状況の違いによる，成果主義の下での報
酬制度における会計情報の利用の仕方の違いを見た。分析は，先述の 3
類型の実施の有無及び3型の中での事業分野・部門別業績評価に基づく
報酬の企業内格差づけの有無を観察することから カイ 2乗検定によっ
て行った。 
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図表9
l型 2型 3型 
企業内
格差づけ 
分権的経営組織
ーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーー
分権化に基づく
社内金利制度
ーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーー
分権化に基づく
社内資本金制度
ーーーーー一ー-ーー巴ーーーーー-ーーーー
ノてランスト・ス
コアカード
ーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーー
企業価値に基づ
く業績評価
カイ 2乗値
自由度
漸近有意確率(両側)
ーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーー
カイ 2乗値
自由度
漸近有意確率(両側)
ーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーー
カイ 2乗値
自由度
漸近有意確率(両側)
ーーーーーーーーーーーーーー一ーーーーーーーーーーーー
カイ 2乗値
自由度
漸近有意確率(両側)
ーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーー
カイ 2乗値
自由度
漸近有意確率(両側) 
1.601 
3 
.659 
ーーーーーーーーーーーーー 
1.841 
3 
.606 
ーーーーーーーーーーーー 
7.494 
2 
.024* 
ーーー『ーーーーーーーー 
2.577 
2 
.276 
ーーーーーーーーーーーー 
20.549 
3 
.000** 
.396 
3 
.941 
ーーーーーーーーーー
6. 758 
3 
.080 
一ー一一一ーーー一一
7.682 
2 
.021* 
一ーーーーーーーーー
.477 
2 
.788 
ーーーーーーーーーー
4.378 
3 
.223 
9.965 
3 
.019* 
ーーーーーーーーーー 
2.560 
3 
.464 
ーーーーーーーーーー 
4.505 
2 
.105 
ーーーーーーーーーー 
2.053 
3 
.561 
ーーーーーーーーーー 
8.314 
3 
.040* 
4.400 
3 
.221 
ーーーーーー-ーーーー一回 
1.760 
3 
.624 
ーーーーーーーーーー『ーー 
5.554 
2 
.062 
ーーーーーーーーーーーーー 
4.300 
3 
.231 
ーー一一一一ー一ー一ー一一 
8.737 
3 
.033* 
** : 1 %水準で有意 
*:5%水準で有意 
結果は図表9のとおりである。分権的経営組織では 3型の実施の有無
で，分権化に基づく社内資本金制度では 1型及び2型の実施の有無で，
企業価値に基づく業績評価では l型及び3型の実施の有無，並びに3型
の中での企業内格差づけの有無で，それぞれ有意な違いが観察された。
なお，企業価値に基づく業績評価と l型の実施の有無でのみ 1%水準で，
残りは 5%水準で有意となった。
有意な違いが認められた上記6つの関係について，パーセンテージで
示したクロス集計表が図表109)である。 1段目に示した，分権的経営組
織では， i有効に機能している」と回答する企業でも， i改定検討中Jや 
(799) 111 

日本企業の成果主義の下での業績管理制度
図表10
分権的経営組織 3型を採用して いない
3型を採用して
いる 合計企業数
実有改効定施に機予検検能定し討討てい中る 
実施 なし 
9.8% 
0.0% 
20.0% 
31.9% 
90.2% 
100.0% 
80.0% 
68.1% 
41 
8 
10 
72 
合計(平均) 22.1% 77.9% 131 
分本権金化に基づく社内資
本制度
I型を採用して 
いない
l型を採用して
いる 合計企業数
有実効に機予検能定している施 討中 
実施 なし 
100.0% 
66.7% 
51.3% 
0.0% 
33.3% 
48.7% 
8 
6 
113 
合計(平均) 55.1% 44.9% 127 
分権化に基づく社内資 
本金制度
2型を採用して 
いない
2型を採用して
いる 合計企業数
有実効施施に機予検能定し討てい中る 
実 なし 
100.0% 
33.3% 
54.2% 
0.0% 
66.7% 
45.8% 
8 
6 
107 
合計(平均) 56.2% 43.8% 121 
企業価値に基づく業績 
評価
1型を採用して 
いない
l型を採用して
いる 合計企業数
有改実実効施定施に機予検検能定し討討てないる中し 
61.5% 
0.0% 
9 7%1.
42.7% 
38.5% 
100.0% 
8.3% 
57.3% 
26 
2 
24 
75 
合計(平均) 55.1% 44.9% 127 
企業価値に基づく業績 
評価
3型を採用して 
いない
3型を採用して
いる 合計企業数
有効施定施に機予検能定している改 討中 
実 討中 
なし 
25.0% 
0.0% 
4.2% 
28.9% 
75.0% 
100.0% 
95.8% 
71.1% 
24 
6 
24 
76 
合計(平均) 22.3% 77.7% 130 
企業価値に基づく業績
評価
企業内格差づけ
なし
企業内格差づけ
あり 合計企業数
有改効に機予検能定している定 討中 
実実施施 討な中し 
40.0% 
0.0% 
33.3% 
56.5% 
60.0% 
100.0% 
66.7% 
43.5% 
20 
6 
21 
46 
合計(平均) 44.1% 55.9% 93 
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「実施検討中jと回答する企業でも， 3型を採用している割合が平均に
比して高くなっているのに対し， I実施予定なし」と回答する企業では， 
3型を採用していない割合が平均より高くなっている。 2段目と 3段目
に示した，分権化に基づく社内資本金制度では， I有効に機能しているJ
と回答する企業で， 1型， 2型いずれでも採用していると回答するケー
スはなく，また「実施予定なしjと回答する企業では 1型， 2型いずれ
でも採用していない割合が平均に比して低いことが観察された。 4段目
以下に示した，企業価値に基づく業績評価では， 1型については，企業
価値に基づく業績評価が「有効に機能しているjと回答する企業，並び
に「実施検討中Jと回答する企業で 1型を採用している割合が平均より
低く，逆に「実施予定なしjと回答する企業で 1型を採用していない割
合が平均より低くなっている。 3型については，同様に企業価値に基づ
く業績評価が「有効に機能している」と回答する企業で 3型を採用して
いる割合が平均より若干低くなっているものの 「改定検討中J及び「実
施検討中」と回答する企業では 3型を採用している割合が平均より高く
なっており，加えて， I実施予定なし」と回答する企業では 3型を採用
していない割合が平均より高くなっている。また， 3型の中での企業内
格差づけの有無については，企業価値に基づく業績評価が「有効に機能
しているJと回答する企業だけでなく， I改定検討中」ゃ「実施検討中」
と回答する企業でも企業内格差づけを採用している割合が平均より高く
なっており，逆に， I実施予定なしjと回答する企業では企業内格差づ
けを採用していない割合が平均に比べ高くなっている。
このように，分権的経営組織，分権化に基づく社内資本金制度，企業 
9)業績管理制度に関する回答及び3類型に関する回答で部分的に無回答の企業
があったため， 1段目から 5段目では合計企業数が一致しない。なお， 6段
目の企業内格差づけの有無に関する回答では， 3型を採用していると回答し
た企業のみが回答対象となっている。 
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価値に基づく業績評価の 3つの業績管理制度は，その実施が，成果主義
の下での報酬制度における会計情報の利用の仕方と有意な関係にあるこ
とがわかる。 
N 考察
本節では， I節で説明した先行研究(内山 (2007a)及び内山 (2008)) 
での知見に基づき，前節で、の分析結果に関する考察を行って，業績管理
制度と成果主義における業績管理指向との整合性を検討するとともに，
本稿における知見と課題を指摘する。 
1 .成果主義の適用対象の遣い(成果主義の度合い)に関する分析結果
の考察
業績管理制度の実施状況の違いと成果主義の適用対象の違い(成果主
義の度合い)については，まず，分権化に基づく社内資本金制度が「有
効に機能している」と回答する企業で管理職層において成果主義の度合
いが平均に比して高いことが観察された。先行研究では，管理職層への
成果主義の適用は 人事管理指向と業績管理指向の両方が存在している
ものの，相対的に業績管理指向が強いことが明らかになっている。その
点で，分権化に基づく社内資本金制度の実施は成果主義における業績管
理指向と整合性を認めることができる。
バランスト・スコアカードが「有効に機能しているJあるいは「実施
検討中jと回答する企業では，管理職層，一般従業員層ともに「かなり
成果主義的」もしくは「やや成果主義的jと回答する割合が平均に比し
て高く，逆に「実施予定なしJと回答する企業では，管理職層，一般従
業員層ともに「かなり年功主義的・能力主義的」ゃ「やや年功主義的・
能力主義的Jと回答する割合が高いことが観察された。管理職層，一般
従業員層ともに成果主義の度合いが高かったことから，そのような企業 
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における成果主義では，業績管理指向のみならず，一般従業員層におい
て同じように重点が置かれている人事管理指向も存在していると考えら
れる。バランスト・スコアカードは，戦略から導かれる組織目標，個人
目標の設定を通じた戦略実行の仕組みであるとともに，戦略の実行に資
する経営資源，とりわけ人的資本をはじめとする無形の資産(インタン
ジブルズ)に関する管理に役立つことが明らかになっており (Kaplan 
and Norton，2006，2008)，その意味で人事管理指向と業績管理指向がと
もに存在する企業において高い割合で導入 運用されていることには整
合性が認められる。
企業価値に基づく業績評価が「有効に機能しているjと回答する企業
では，管理職層については「かなり成果主義的jと回答する割合が，一
般従業員層については「かなり成果主義的jや「やや成果主義jと回答
する割合が平均より顕著に高く，逆に， I実施予定なし」と回答する企
業では，管理職層では「かなり年功主義的・能力主義的」ゃ「やや年功
主義的・能力主義的Jと回答する割合が，一般従業員層では「かなり年
功主義的・能力主義的」とする回答する割合が平均より高くなっている
ことがわかった。管理職層のみならず一般従業員層においても成果主義
の度合いが高かったことから 上述のとおり このような企業における
成果主義には人事管理指向と業績管理指向の両方が存在していると考え
られる。一方，キャッシュフローやEVAに代表される企業価値に基づ
く業績評価は，業績管理において重要視されることや，典型的な定量的
評価であることから，業績管理指向とは整合性が認められる。また，人
事管理指向との関係については，一層の事例観察が必要ではあるが，近
年ではこのような企業価値に基づく報酬の決定が一部の企業の成果主義
的制度において採用されていることから，それを反映している可能性が
考えられる。 
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2.導入時期に関する分析結果の考察
分権的経営組織が「有効に機能しているJと回答する企業，並びに分
権化に基づく社内金利制度が「有効に機能している」あるいは「実施検
討中jと回答する企業で成果主義の導入時期が早いと回答する割合が平
均に比して高く，反対にそれぞれが「実施予定なしjと回答する企業で
は導入時期が遅いと回答する割合が平均より高いことがわかった。先行
研究では，導入時期の早い企業における成果主義で導入意図や導入の効
果に業績管理指向が強く見られ，逆に導入時期の遅い企業における成果
主義で導入意図に人事管理指向が強く見られることがわかっている。
よって，分権的経営組織の実施も社内金利制度の実施や実施の検討も，
ともに成果主義における業績管理指向と十分な整合性が認められる。 
3 .会計情報の利用の仕方(3類型及び企業内格差づけの有無)に関す
る分析結果の考察
分権的経営組織が「有効に機能しているJ，I改定検討中J，I実施検討
中Jと回答する企業では 3型を採用している割合が平均より高くなって
いるのに対し， I実施予定なしjと回答する企業では 3型を採用してい
ない企業の割合が平均より高くなっていた。先行研究から， 3型は，導
入意図に関して人事管理指向と業績管理指向の両方が存在していること，
また導入の効果については業績管理指向が見られることがわかっている。
その意味で，分権的経営組織の実施や実施の検討は成果主義の業績管理
指向と整合性を認めることができる。また，人事管理指向との関係につ
いては，内山 (2008)で， 3型の採用では，成果主義の導入目的で「組
織メンバーの自立と自律の促進jや「高業績社員の発掘・維持・囲い込
み」などと有意な関係となっていることから，分権的経営組織を導入す
ることによる組織構成員の自立・自律の促進や，能力開発，高い能力を
持った従業員に自由な活躍の場を与えることなどを意図していることが 
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考えられる。
分権化に基づく社内資本金制度が「有効に機能しているjと回答する
企業では， 1型， 2型いずれでも採用している企業はなく，また「実施
予定なし」と回答する企業では 1型， 2型いずれでも採用していない企
業の割合が平均に比して低いことが観察された。先行研究から， 1型は
業績管理指向が強い制度であること， 2型は人事管理指向，業績管理指
向ともに存在していることが明らかになっている。よって，ここでは業
績管理指向との整合性は確認できない。
企業価値に基づく業績評価が「有効に機能しているjと回答する企業，
並びに「実施検討中Jと回答する企業では， 1型を採用している割合が
平均に比して低く，逆に「実施予定なし」と回答する企業で l型を採用
していない割合が平均より低くなっている。先述のとおり， 1型は業績
管理指向が強い仕組みであることから，ここでも業績管理指向との整合
性は認められない。また 3型については，企業価値に基づく業績評価が
「有効に機能している」と回答する企業で 3型を採用している割合が平
均より若干低くなっているものの， I改定検討中」及び「実施検討中j
と回答する企業では 3型を採用している割合が平均より高くなっており，
加えて， I実施予定なし」と回答する企業では 3型を採用していない割
合が平均に比して高くなっていた。 3型は人事管理指向，業績管理指向
の両方が存在していることから，業績管理指向との整合性は認められる。
一方，人事管理指向との関係は， 1.でも述べたように，企業価値に直
接的に係わらせた報酬制度の実施が人事管理指向とのつながりという形
で現れている可能性が考えられる。内山 (2008)において， 3型の採用
では，成果主義の導入目的で「報酬原資逼迫への対応jや「職能資格制
度の運用限界への対応」などと有意な関係となっていることは，この可
能性と整合している。さらに， 3型の中での企業内格差づけの有無につ
いては，企業価値に基づく業績評価が「有効に機能しているJ，I改定検 
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討中J，r実施検討中」と回答する企業それぞれで，企業内格差づけを採
用している割合が平均より高くなっており 逆に 「実施予定なしJと
回答する企業では企業内格差づけを採用していない割合が平均より高く
なっていた。 3型の中での企業内格差づけは業績管理指向が強い仕組み
であることから，ここでは成果主義の業績管理指向と整合性を認めるこ
とができる。 
4.知見と課題
上記のとおり，業績管理制度の実施と，成果主義における業績管理指
向との整合性については，成果主義の適用対象(管理職層，一般従業員
層に対する成果主義の度合い)並びに成果主義の導入時期を分析視点に
した場合，整合性を認めることができた。また 成果主義の下での報酬
制度における会計的業績評価尺度の利用(会計情報の利用の仕方)を分
析視点とした場合には， 3型及び3型の中での事業分野・部門別の報酬
の企業内格差づけの仕組みでは整合性が認められるが，一方で， 1型や 
2型においては，十分な整合性が認められない分析結果も存在した。整
合性が確認できないものについては，次のようなことが考えられる。
第 1に，社内資本金制度に関しては，社内資本金制度を実施もしくは
実施を検討する企業の数自体が限られていることが挙げられる。回答企
業のうち，社内資本金制度を実施もしくは実施を検討しているのは 1割
ほどに過ぎない(図表4)。このため，サンプル数が原因となって知見
を得るのに十分な分析が行えなかった可能性がある。
第 2に，企業価値に基づく業績評価に関しては，業績管理指向の強い 
1型の実施との間で整合性が確認できなかったが， 1型が，自らが担当
し，責任を負う組織の業績をそのまま個人業績とみなして報酬に反映さ
せる仕組みであることが影響している可能性がある。すなわち， 1型で
は部門などの内部組織の業績を直接の評価対象としており，それは通常， 
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企業価値そのものとは同一ではなく また評価の中で企業価値とは必ず
しも直接に結びつけられないものとされていることも考えられる。この
可能性は，同じく企業価値に基づく業績評価と，業績管理指向を有しつ
つも全社もしくは内部組織の組織業績を個人業績に加味する 3型の実施
とでは整合性が認められること，さらには，全社レベルではなく内部組
織レベルでの報酬の格差づけの採用においても十分な整合性が認められ
ることからも，指摘することができる。
本稿では業績管理制度の実施と成果主義における業績管理指向との整
合性を検討し，確認することができたものの，両者の影響の与え方につ
いては考察するに至らなかったことも，別の課題として指摘できる。す
なわち，業績管理制度が実施されている(実施を検討している)，ある
いは有効に機能している(有効に機能させようとしている)がゆえに，
その機能強化を意図して業績管理指向の成果主義を導入・運用するのか，
それとも逆に，業績管理指向の成果主義を導入しているがゆえに，業績
管理制度が適切に導入されている，あるいは有効に機能しているのか，
そのいずれであるのかという疑問が残る。
本稿では，業績管理制度そのものの実施と日本企業の成果主義におい
て見られる業績管理指向との間で概ね整合性が確認されたものの，一部
では説明できない分析結果も観察され また新たな疑問も提起された。
これらについては，今後の事例研究や質問票調査において明らかにすべ
き残された課題としたい。
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